
主な修正項目

最近の施策の進展等を踏まえた修正

■防災基本計画
災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する我が国の防災に関する総合的かつ長期的な計画で、

指定行政機関や指定公共機関が作成する防災業務計画や、自治体が作成する地域防災計画の基本となるもの

＜北海道知床で発生した遊覧船事故＞
○旅客船の総合的な安全・安心対策の強化

令和４年に発生した災害を踏まえた修正

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る基本計画の変更を踏まえた修正

○北海道・三陸沖後発地震注意
情報（※）の解説・伝達

＜トンガ諸島の火山噴火による潮位変化＞
○火山噴火等による津波に関する普及啓発・情報伝達

※1 ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織

※海上災害対策編の修正

※日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震
の想定震源域とその周辺でMw7.0以上
の地震が発生した場合、「北海道・三陸
沖後発地震注意情報」を発信し、大地
震の発生可能性が平時よりも相対的に
高まっているとして、後発地震への注意
を促す取組について、令和４年12月より
運用を開始。

・災害ケースマネジメント（※2）などの被災者支援
の仕組みの整備

※2 一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、
被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組

・障害者の情報取得・意思疎通に係る施策の推進

○デジタル技術の活用

・災害ボランティアセンター設置予定場所の明確化

・都道府県による災害中間支援組織（※1）の育成・
強化、関係者の役割分担の明確化

○多様な主体と連携した被災者支援

・通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施

・長周期地震動階級に係る情報の解説・伝達
○国民への情報伝達

・被災者台帳、避難行動要支援者名簿の作成等への
デジタル技術の活用
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